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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ネマチック液晶材料を含む液晶層と、
　前記液晶層を介して互いに対向する一対の電極と、
　前記一対の電極と前記液晶層との間にそれぞれ設けられた一対の配向膜と、
　前記一対の配向膜の前記液晶層側の表面のそれぞれに形成された光重合物から構成され
た配向維持層であって、前記液晶層に電圧を印加していないとき、前記液晶層の液晶分子
のプレチルト方向を規定する配向維持層と
を有し、
　前記ネマチック液晶材料は、ターフェニル環構造を有する液晶性化合物を必須成分とし
て含み、
　前記液晶層は、前記光重合物の原料である光重合性化合物の一部をさらに含み、前記光
重合性化合物の前記ネマチック液晶材料に対する含有比率は０．０１５モル％未満である
、液晶表示装置。
【請求項２】
　前記ネマチック液晶材料に含まれる前記ターフェニル環構造を有する液晶性化合物の含
有率は、１モル％以上２５モル％以下の範囲内にある、請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記光重合性化合物は２以上の官能基を有する、請求項１または２に記載の液晶表示装
置。
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【請求項４】
　前記光重合性化合物は、液晶骨格を有するジアクリレートモノマーまたは液晶骨格を有
するジメタクリレートモノマーを含む、請求項１から３のいずれかに記載の液晶表示装置
。
【請求項５】
　前記一対の配向維持層は粒径が５０ｎｍ以下の前記光重合物の粒子を含む、請求項１か
ら４のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　クロスニコルに配置された一対の偏光板をさらに有する、請求項１から５のいずれかに
記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関し、特に、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｕｓｔａｉｎｅｄ　Ａｌｉ
ｇｎｍｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙを用いた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、液晶層に印加する電圧によって液晶分子の配向方向を変化させること
を利用して表示を行う。液晶層に電圧を印加しない状態の液晶分子の配向方向（プレチル
ト方向）は、従来、配向膜によって規定されていた。例えば、ＴＮモードの液晶表示装置
においては、水平配向膜にラビング処理を施すことによって、液晶分子のプレチルト方位
を規定していた。ここで、プレチルト方位は、電圧を印加していない液晶層内の液晶分子
の配向方向を示すベクトルの内、液晶層面内（基板面内）における成分を指す。なお、配
向膜と液晶分子との成す角であるプレチルト角は、主に配向膜と液晶材料との組み合わせ
で決まる。プレチルト方向はプレチルト方位とプレチルト角によって表される。ＴＮモー
ドの液晶表示装置では、液晶層を介して対向する一対の配向膜によって規定されるプレチ
ルト方位は互いに直交するように設定され、プレチルト角は１～５°程度である。
【０００３】
　近年、液晶分子のプレチルト方向を制御する技術として、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｕｓｔａ
ｉｎｅｄ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（以下、「ＰＳＡ技術」という）
が開発された（特許文献１、２および３参照）。ＰＳＡ技術は、液晶材料中に少量の重合
性材料（例えば光重合性モノマー）を混入しておき、液晶セルを組み立てた後、液晶層に
所定の電圧を印加した状態で重合性材料に活性エネルギー線（例えば紫外線）を照射し、
生成される重合体によって、液晶分子のプレチルト方向を制御する技術である。重合体が
生成されるときの液晶分子の配向状態が、電圧を取り去った後（電圧を印加しない状態）
においても維持（記憶）される。従って、ＰＳＡ技術は、液晶層に形成される電界等を制
御することによって、液晶分子のプレチルト方位およびプレチルト角度を調整することが
できるという利点を有している。また、ＰＳＡ技術はラビング処理を必要としないので、
特に、ラビング処理によってプレチルト方向を制御することが難しい垂直配向型の液晶層
を形成するのに適している。特許文献１、２および３の開示内容の全てを参考のために本
明細書に援用する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－３５７８３０号公報
【特許文献２】特開２００３－３０７７２０号公報
【特許文献３】特開２００６－７８９６８号公報
【特許文献４】特開２００６－１６９５１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　しかしながら、ＰＳＡ技術では、紫外線の照射量が不足すると、未反応の光重合性化合
物が液晶層内に残存するという問題がある。残存した光重合性化合物は、液晶表示装置の
使用時にバックライトの光や熱などによって徐々に反応し、使用時の液晶分子の配向状態
が維持（記憶）されることがある。この現象が起こると、画像の焼き付きとして現れるこ
とがある。一般の液晶表示装置で問題となる焼き付きは液晶層にＤＣ成分が残留するため
に起こることから「ＤＣ焼き付き」と言われるのに対し、ＰＳＡに特有の上記の焼き付き
を「ポリマー焼き付き」ということにする。
【０００６】
　一方、紫外線は、液晶材料や配向膜などの有機材料にダメージを与え、信頼性を低下さ
せるおそれがあるので、照射量をむやみに増加させるわけにはいかない。また、紫外線の
照射時間が長くなるとそれだけタクトタイムが長くなり、製造コストの増大につながる。
　　　
【０００７】
　特許文献３には、残存モノマー量は０．０２ｍａｓｓ％以下とすることが好ましいと記
載されているが、液晶表示パネルを用いた実施例６（表２）では、４０Ｊ／ｃｍ2を超え
る紫外線を照射しなければ残存モノマー量を０．０１７ｍａｓｓ％まで低減させることは
できない。また、２回目の紫外線照射の照射量を３０Ｊ／ｃｍ2から４０Ｊ／ｃｍ2まで増
大させても、残存モノマー量は、０．０２ｍａｓｓ％から０．０１７ｍａｓｓ％に減少し
ているに過ぎないことから、信頼性や製造コストを考慮すると、紫外線照射量の増大によ
る残存モノマー量の低減には限界があることがわかる。
【０００８】
　本発明は上記課題を解決するためになされたものであり、その目的は、従来よりも紫外
線照射量を増大させることなく、液晶層に残存する重合性化合物の量が十分に低減された
、ＰＳＡ技術を用いた液晶表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の液晶表示装置は、ネマチック液晶材料を含む液晶層と、前記液晶層を介して互
いに対向する一対の電極と、前記一対の電極と前記液晶層との間にそれぞれ設けられた一
対の配向膜と、前記一対の配向膜の前記液晶層側の表面のそれぞれに形成された光重合物
から構成された配向維持層であって、前記液晶層に電圧を印加していないとき、前記液晶
層の液晶分子のプレチルト方位を規定する配向維持層とを有し、前記液晶層に電圧を印加
していないとき、前記液晶層の液晶分子は、前記配向維持層によってプレチルト方位が規
定されており、前記ネマチック液晶材料は、ターフェニル環構造を有する液晶性化合物を
必須成分として含み、前記液晶層は、前記光重合物の原料である光重合性化合物の一部を
さらに含み、前記光重合性化合物の前記ネマチック液晶材料に対する含有比率は０．０１
５モル％未満であることを特徴とする。
【００１０】
　ある実施形態において、前記ネマチック液晶材料に含まれる前記ターフェニル環構造を
有する液晶性化合物の含有率は、１モル％以上２５モル％以下の範囲内にある。
【００１１】
　ある実施形態において、前記光重合性化合物は、液晶骨格を有するジアクリレートモノ
マーまたは液晶骨格を有するジメタクリレートモノマーを含む。
【００１２】
　ある実施形態において、前記一対の配向維持層は粒径が５０ｎｍ以下の前記光重合物の
粒子を含む。
【００１３】
　ある実施形態において、前記一対の配向膜は垂直配向膜であって、前記ネマチック液晶
材料は負の誘電異方性を有する。
【発明の効果】
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【００１４】
　本発明の液晶表示装置は、液晶層に含まれるネマチック液晶材料がターフェニル環構造
を有する液晶性化合物を必須成分として含んでいる。ターフェニル環構造を有する液晶性
化合物は、液晶層中における光重合性化合物の重合反応の効率を上昇させる作用を有する
ので、最終的に得られる液晶表示装置の液晶層中に残存する光重合性化合物のネマチック
液晶材料に対する含有比率は０．０１５モル％未満とすることができる。また、紫外線の
照射量を従来よりも増大させる必要がないので、信頼性および製造コストの点でも有利で
ある。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】液晶表示装置１００の１つの画素の断面図であり、（ａ）は黒表示状態（電圧無
印加時）、（ｂ）は白表示状態（電圧印加時）の液晶分子４２ａの配向状態を模式的に示
す図である。
【図２】本発明による実施形態の液晶表示装置が有する配向維持層のＳＥＭ像を示す図で
ある。
【図３】ネマチック液晶材料の組成と残存モノマー率との関係を説明するためのグラフで
あり、縦軸はモノマー残存率であり、横軸は紫外線を照射したときの液晶セルの温度であ
る。
【図４】実験に用いたネマチック液晶材料ＬＣ－５、６、７を構成する液晶性化合物、化
学構造式、組成比率と誘電異方性（Δε）を表の形式で示す図である。
【図５】ターフェニル系液晶性化合物の含有率とモノマー残存率との関係を示すグラフで
ある。
【図６】実験に用いたネマチック液晶材料ＬＣ－９を構成する液晶性化合物、化学構造式
、組成比率と誘電異方性（Δε）を表の形式で示す図である。
【図７】ターフェニル系液晶性化合物の含有率と電圧保持率（初期値および紫外線照射後
）を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、図面を参照して、本発明による実施形態の液晶表示装置を説明する。本発明は以
下で説明する実施形態に限定されるものではない。
【００１７】
　［ＰＳＡ技術を用いた液晶表示装置］
　まず、図１および図２を参照して、ＰＳＡ技術を用いた液晶表示装置の構成と動作を説
明する。
【００１８】
　図１は本発明による実施形態の液晶表示装置１００の１つの画素の構造を模式的に示す
断面図であり、図１（ａ）は黒表示状態（電圧無印加時）、図１（ｂ）は白表示状態（電
圧印加時）の液晶分子４２ａの配向状態を併せて示している。以下では、ノーマリブラッ
クモードで表示を行う垂直配向型の液晶表示装置を例に本発明による実施形態を説明する
が、本発明はこれに限定されるものではない。
【００１９】
　液晶表示装置１００は複数の画素を有し、一対の基板１１および２１と、これらの外側
に設けられクロスニコルに配置された一対の偏光板（不図示）とを有しノーマリブラック
モードで画像を表示する液晶表示装置である。各画素は、誘電異方性が負のネマチック液
晶材料（液晶分子４２ａ）を含む液晶層４２と、液晶層４２を介して互いに対向する画素
電極１２および対向電極２２とを有している。画素電極１２と液晶層４２との間および対
向電極２２と液晶層４２との間には、一対の垂直配向膜（不図示）が設けられている。配
向膜の液晶層４２側の表面のそれぞれには、光重合物から構成される一対の配向維持層３
４ａおよび３４ｂが形成されている。配向維持層３４ａおよび３４ｂは、液晶材料に予め
混合しておいた光重合性化合物を、液晶セルを作製した後、液晶層４２に電圧を印加した
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状態で、重合することによって形成されたものである。
【００２０】
　液晶分子４２ａは、光重合性化合物を重合するまでは垂直配向膜（不図示）によって配
向規制されており、基板面に対して垂直に配向している。白表示電圧を印加すると、図１
（ｂ）に示すように、画素電極１２のエッジ部に生じる斜め電界と、対向電極２２の開口
部２２ａの近傍に生じる斜め電界とに従って所定の方向に傾斜した配向状態をとる。
【００２１】
　白表示電圧を印加した状態で形成された配向維持層３４ａおよび３４ｂは、図１（ａ）
に示すように、液晶層４２に白表示電圧を印加した状態の液晶分子４２ａの配向を、電圧
を取り去った後（電圧を印加しない状態）においても維持（記憶）するように作用する。
【００２２】
　なお、垂直配向膜に最近接している液晶分子４２ａは強いアンカリング作用を受けてい
るので、電圧を印加した状態であっても、垂直配向膜の表面に対して垂直に配向している
。従って、垂直配向膜上に形成される配向維持層３４ａおよび３４ｂによって固定される
液晶分子４２ａは、図１（ａ）に模式的に示したように垂直方向から僅か（１～５°）に
傾いた程度（プレチルト角で表現すると８５°～８９°）であり、図１（ａ）と図１（ｂ
）とを比較すればわかるように、配向維持層３４ａおよび３４ｂによって固定される液晶
分子４２ａの配向は電圧を印加してもほとんど変化することが無い。
【００２３】
　本発明による実施形態の液晶表示装置１００は、配向維持層３４ａおよび３４ｂを有す
るので、図１（ａ）に示すように、電圧無印加時においても、所定の方向にプレチルトし
た配向状態を呈する。このときの配向状態は、図１（ｂ）に示す白表示状態（電圧印加時
）の液晶分子４２ａの配向状態と整合するものである。その結果、安定な配向状態が得ら
れるとともに、液晶分子の応答特性などを改善することができる。
【００２４】
　ここでは、液晶分子４２ａの配向方向を制御するために対向電極２２に開口部（導電層
がない部分）２２ａを形成した例を示したが、配向維持層３４ａおよび３４ｂを形成する
ときの液晶分子４２ａの配向方向を制御する方法はこれに限定されるものではない。例え
ば特許文献１に記載されているように、誘電体突起や電極スリットなどを適宜設けること
によって、液晶分子４２ａの配向方位が異なる４つの液晶ドメインを形成することができ
る。
【００２５】
　配向維持層３４ａおよび３４ｂは、例えば以下のようにして形成することができる。こ
こでは、特許文献３（実施例６）に記載されているのと同様の方法で液晶表示パネルを作
製した。
【００２６】
　誘電異方性が負のネマチック液晶材料に対して０．１ｍａｓｓ％以上０．５ｍａｓｓ％
以下の光重合性化合物を混合した材料を用いて、液晶表示装置１００のための液晶表示パ
ネルを作製する。なお、光重合性化合物としては、アクリレート基、メタクリレート基や
ビニル基などのラジカル重合が可能な官能基を有するモノマーまたはオリゴマーを用いる
ことが好ましい。反応性の観点から、アクリレート基またはメタクリレート基を有するも
のがさらに好ましく、そのなかでも多官能のものが好ましい。ここでは、光重合性化合物
としては液晶骨格を有するジアクリレートまたはジメタクリレートのモノマーを用いる。
液晶骨格を有するモノマーを用いることによって液晶分子の配向をより安定に維持するこ
とができる。特に特許文献２に記載されている環構造または縮環構造にアクリレート基ま
たはメタクリレート基が直接結合したものが好ましい。
【００２７】
　この液晶表示パネルの液晶層（上記モノマーを含む）に、所定の電圧を印加した状態で
、ＵＶ光（例えば波長３６５ｎｍのｉ線、約２０ｍＷ）を約２０Ｊ／ｃｍ2照射する。液
晶層に電圧を印加すると、対向電極２２と画素電極１２との間に生成される電界によって
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、液晶分子４２ａは所定の配向状態をとる。ＵＶ照射によって光重合性化合物が重合し光
重合物が生成される。光重合物は、垂直配向膜上に、上記の液晶分子４２ａの配向状態を
固定する配向維持層３４ａおよび３４ｂを形成する。白表示電圧以上の所定の電圧を印加
しながら光重合性化合物を光重合させて配向維持層を形成するための一連の工程を「ＰＳ
Ａ処理」ということがある。
【００２８】
　図２を参照して配向維持層３４ａおよび３４ｂの一例について、その構造を説明する。
図２に示したＳＥＭ像は、上記のようにして作製された液晶表示パネルの試料を分解後、
液晶材料を除去し、溶剤で洗浄した表面をＳＥＭで観察したものである。
【００２９】
　図２からわかるように、配向維持層は粒径が５０ｎｍ以下の光重合物の粒子を含んでい
る。光重合物は配向膜の表面の全面を覆っている必要は必ずしもなく、配向膜の一部の表
面が露出されていてもよい。液晶層内に形成された電界に応じて配向した液晶分子が光重
合物によって固定され、電界が無い状態でも配向が維持される。垂直配向膜上の配向維持
層が形成された後は、配向維持層が液晶分子のプレチルト方向を規定する。
【００３０】
　なお、配向維持層の存在は、ＳＥＭの他、ＡＦＭやＳＩＭＳなどの表面分析法を用いて
確認することができる。
【００３１】
　［ターフェニル環構造を有する液晶性化合物］
　本発明者は、ネマチック液晶材料がターフェニル環構造（特に説明しない限りパラ体を
指す。）を有する液晶性化合物（以下、「ターフェニル系液晶性化合物」という。）を含
んでいる場合に光重合性化合物の残存量が低減されることを見出し、本発明に想到した。
以下に、実験例を示して本発明を詳細に説明する。なお、特許文献４は、オプショナルな
成分としてターフェニル系液晶性化合物を含む誘電異方性が負のネマチック液晶材料を開
示しているが、以下の知見については全く開示も示唆もしていない。
【００３２】
　図３を参照して、ネマチック液晶材料の組成と残存モノマー率との関係を説明する。こ
こで用いた液晶材料ＬＣ－１は誘電異方性（Δε）が零のネマチック液晶材料であり、Ｌ
Ｃ－２～ＬＣ－４は、ＬＣ－１（母材）に対して、種類の異なる液晶性化合物（１種）を
１５ｍａｓｓ％混合したものである。ＬＣ－２はターフェニル系液晶性化合物Ａを混合し
たものであり、ＬＣ－３はターフェニル系液晶性化合物Ｂを混合したものであり、ＬＣ－
４はアルケニル系液晶性化合物を混合したものである。
【００３３】
　これらＬＣ－１～４の液晶材料に、光重合性化合物として、液晶骨格を有するジメタク
リレートモノマーを０．３ｍａｓｓ％混合して、ＰＳＡ用液晶材料を調製した。なお、光
開始剤は用いていない。
【００３４】
　得られたＰＳＡ用液晶材料を用いて液晶セル（セルギャップ：３．２５μｍ）を作製し
、２０℃、３０℃、４０℃および５０℃の各温度で、約２３ｍＷ／ｃｍ2の紫外線（３６
５ｎｍ）を約４００ｍＪ／ｃｍ2照射した。この後、各液晶セルを分解し、液晶材料を少
量採取し、アセトンで希釈した後、ガスクロマトグラフィ／質量分析（ＧＣ／ＭＳ）法に
よって残存モノマーを定量した。図３に示したグラフの縦軸は残存モノマー量を初期モノ
マー量に対する百分率で示したモノマー残存率である。横軸は、紫外線を照射したときの
液晶セルの温度である。なお、ジメタクリレートモノマーに代えてジアクリレートモノマ
ーを用いても同様の結果が得られることを実験的に確認している。
【００３５】
　図３から明らかなように、アルケニル系液晶性化合物を含むＬＣ－４のモノマー残存率
は母材であるＬＣ－１と大差が無いのに対して、ターフェニル系液晶性化合物を含むＬＣ
－２およびＬＣ－３は、ＬＣ－１に比べてモノマー残存率が小さい。このことから明らか
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なように、ターフェニル系液晶性化合物は、特異的に、光重合性化合物の反応に寄与し、
残存モノマーの量を低減する効果を発揮する。この効果はターフェニル系液晶性化合物の
種類（上記ＡまたはＢ）によらずほぼ同程度である。また、図３からわかるように、ター
フェニル系液晶性化合物を混合することによる効果は、紫外線を照射する温度が高い方が
顕著になる。
【００３６】
　次に、ターフェニル系液晶性化合物の含有率とモノマー残存率との関係を検討した結果
を説明する。
【００３７】
　図４に実験に用いたネマチック液晶材料を構成する液晶性化合物、化学構造式、組成比
率と誘電異方性（Δε）を示す。液晶材料ＬＣ－５はターフェニル系液晶性化合物を含ま
ず、液晶材料ＬＣ－６はターフェニル系液晶性化合物Ａを１．０ｍａｓｓ％含み、液晶材
料ＬＣ－７はターフェニル系液晶性化合物Ａを１２ｍａｓｓ％、ターフェニル系液晶性化
合物Ｂを２．５ｍａｓｓ％含む。
【００３８】
　図４に示した液晶材料ＬＣ－５～７に、さらに、ターフェニル系液晶性化合物Ｃを２１
．０ｍａｓｓ％含む液晶材料ＬＣ－８を加えた４種類の液晶材料に、光重合性化合物とし
て、液晶骨格を有するジメタクリレートモノマーを０．３ｍａｓｓ％混合して、ＰＳＡ用
液晶材料を調製した。光開始剤は用いていない。得られたＰＳＡ用液晶材料を用いて液晶
セルを作製し、２０℃、３０℃、４０℃および５０℃の各温度で、約２３ｍＷ／ｃｍ2の
紫外線（３６５ｎｍ）を約４００ｍＪ／ｃｍ2照射した。この後、各液晶セルを分解し、
液晶材料を少量採取し、アセトンで希釈した後、ＧＣ／ＭＳ法で残存モノマーを定量した
。図５に示したグラフの縦軸は残存モノマー量を初期モノマー量に対する百分率で示した
モノマー残存率である。横軸は、ターフェニル系液晶性化合物の含有率である。なお、ジ
メタクリレートモノマーに代えてジアクリレートモノマーを用いても同様の結果が得られ
ることを実験的に確認している。
【００３９】
　図５から明らかなように、ターフェニル系液晶性化合物の含有率が大きいほどモノマー
残存率が小さい。また、ターフェニル系液晶性化合物を１．０ｍａｓｓ％含有するだけで
残存モノマーの量を低減する効果を発揮することが分かる。また、図５からわかるように
、ターフェニル系液晶性化合物を混合することによる効果は、紫外線を照射する温度が高
い方が顕著になる。さらに、図５のＬＣ－７（ターフェニル系液晶性化合物Ａの含有率１
２ｍａｓｓ％、ターフェニル系液晶性化合物Ｂの含有率２．５ｍａｓｓ％）および図３の
ＬＣ－２（ターフェニル系液晶性化合物Ａの含有率１５．０ｍａｓｓ％）およびＬＣ－３
（ターフェニル系液晶性化合物Ｂの含有率１５．０ｍａｓｓ％）のモノマー残存率はほぼ
同程度であり、ターフェニル系液晶性化合物以外の液晶性化合物の種類に依存しないこと
が分かる。
【００４０】
　次に、残存モノマー量とポリマー焼き付きとの関係を検討した結果を説明する。ここで
は液晶材料としてターフェニル系液晶性化合物（ターフェニル系液晶性化合物Ａ）を１．
０ｍａｓｓ％含むＬＣ－６と、ターフェニル系液晶性化合物を含まない液晶材料ＬＣ－９
とを用いた。図６に、ＬＣ－９を構成する液晶性化合物、化学構造式、組成比率と誘電異
方性（Δε）を示す。
【００４１】
　なお、ここで用いた種々のネマチック液晶材料の平均分子量とモノマーの分子量はほぼ
等しく、ｍａｓｓ％の値はそのままモル％の値として読み替えられる。ポリマー焼き付き
や電圧保持率への影響について、液晶材料中に残存するモノマーの数が重要であると考え
られるので、モル％で表現することがある。
【００４２】
　まず、ＬＣ－６に液晶骨格を有するジメタクリレートモノマーを０．３ｍａｓｓ％混合
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用いてＴＦＴ型液晶表示パネルを作製した。垂直配向膜としてはＪＳＲ社製ＪＡＬＳ－２
０４を用いた。
【００４３】
　液晶層（ＰＳＡ用液晶材料）に電圧を印加しない状態で、紫外線（３６５ｎｍ、約２３
ｍＷ／ｃｍ2）を約３５Ｊ／ｃｍ2照射した。紫外線を照射時の液晶表示パネルの温度は３
０℃とした。この液晶表示パネルを分解し、先と同様にＧＣ／ＭＳ法によって残存モノマ
ーを定量した。結果を表１に示す。残存モノマー量はネマチック液晶材料に対するｍａｓ
ｓ％（＝モル％）である。なお、液晶分子を配向させるための電圧印加の有無は、残存モ
ノマー量に影響しない。
【００４４】
【表１】

【００４５】
　表１の結果から明らかなように、ターフェニル系液晶性化合物を僅か１．０ｍａｓｓ％
加えるだけで、約３５Ｊ／ｃｍ2の紫外線の照射によってＴＦＴ型の液晶表示パネルにお
ける残存モノマー量を０．０１０ｍａｓｓ％（＝０．０１０モル％）にまで低減できる。
【００４６】
　作製した液晶セルにエージング処理を施した。エージング処理は、６０℃の恒温槽内で
液晶セルにバックライト上で白黒のチェッカーパターンを連続２４０時間表示させること
によって行った。このエージング処理後、液晶層に電圧を印加しない状態で６０℃の恒温
槽内に液晶セルを２４０時間静置することによって電荷を完全に除去した。この後、暗室
環境下にて、表示面全体に特定の中間調を表示させた状態（べた表示状態）で、裸眼目視
にてチェッカーパターンの焼き付き有無を判定することにより、ポリマー焼き付きの有無
を評価した。なお、対向電極の電位を変化させても表示に変化が生じなかったことから、
ＤＣ焼き付きでないことを確認した。
【００４７】
　このような評価を行ったところ、ＬＣ－６を用いた液晶表示パネルではポリマー焼き付
きは見られず、ＬＣ－９を用いた液晶表示パネルではポリマー焼き付きが見られた。
【００４８】
　次に、表１の結果に対し、ポリマー焼き付きを引き起こす境界となる残存モノマー量を
把握するために、ＬＣ－７を用いてＴＦＴ型液晶表示パネルを作製し、紫外線（３６５ｎ
ｍ、約２３ｍＷ／ｃｍ2）の照射量を変えて、残存モノマー量の異なるサンプルを作製し
た。紫外線照射時の液晶表示パネルの温度は３０℃とした。垂直配向膜としてはＪＳＲ社
製ＪＡＬＳ－２０４を用いた。ＴＦＴ型液晶表示パネルとしては、画素開口率が５４％で
、画素電極とバスラインとの間に紫外線透過率が約８０％の層間絶縁膜を有するものを用
いた。それぞれの条件で複数個のサンプルを用意し、その一部のサンプルについて残留モ
ノマー量を定量し、残りのサンプルについてポリマー焼き付きを評価した。結果を表２に
示す。
【００４９】
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【表２】

【００５０】
　表２の結果から、ポリマー焼き付きの発生を抑制するためには、残存モノマー量を０．
０１５ｍａｓｓ％（＝モル％）未満とする必要があることがわかる。また、上述したよう
に、ターフェニル系液晶性化合物を含まないＬＣ－９を用いた場合は、３５Ｊ／ｃｍ2の
紫外線を照射しても、残留モノマー量は０．０２２ｍａｓｓ％までしか低減できないこと
から、ターフェニル系液晶性化合物をネマチック液晶材料に添加することによる効果が大
きいことが分かる。
【００５１】
　なお、ここで例示したように、光重合性化合物をネマチック液晶材料に対して０．３ｍ
ａｓｓ％を混合した場合には、ターフェニル系液晶性化合物を１ｍａｓｓ％以上含有させ
ることが好ましいが、光重合性化合物の量が０．３ｍａｓｓ％未満のときは、ターフェニ
ル系液晶性化合物の含有率は１ｍａｓｓ％未満でも効果が得られる。ネマチック液晶材料
に混合する光重合性化合物の量は、ネマチック液晶材料に対して０．１０ｍａｓｓ％以上
０．５０ｍａｓｓ％以下であることが好ましい。０．１０ｍａｓｓ％よりも少ないと、液
晶分子の配向を維持する効果が十分に発揮されない場合があり、０．５０ｍａｓｓ％を超
えると残留モノマー量を十分に低減できないことがある。
【００５２】
　また、ネマチック液晶材料に混合するターフェニル系液晶性化合物の含有量の上限は特
に制限されるものではないが、電圧保持率（Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｈｏｌｄｉｎｇ　Ｒａｔｉ
ｏ：ＶＨＲ）の観点から、３５ｍａｓｓ％を超えないことが好ましく、２５ｍａｓｓ％以
下であることが更に好ましい。
【００５３】
　ターフェニル系液晶性化合物の含有率が１４．５ｍａｓｓ％（上記ＬＣ－７）、２５．
０ｍａｓｓ％、３５．０ｍａｓｓ％および４４．０ｍａｓｓ％のネマチック液晶材料を用
いて、液晶セル（セルギャップ：３．２５μｍ）を作製した。光重合性モノマーは添加し
ていない。液晶セルを作製直後の電圧保持率と、紫外線（３６５ｎｍ）を２４Ｊ／ｃｍ2

照射後の電圧保持率を求めた。電圧保持率の測定は、液晶セルを７０℃の恒温槽内に静置
し、振幅電圧が±５Ｖで周波数が３０Ｈｚの矩形波を印加して行った。なお電圧印加期間
は６０マイクロ秒とし、電圧印加開始から１６．７ミリ秒後までの保持電圧の積分値が、
保持電圧が５Ｖであった場合に対して示す百分率を電圧保持率とした。初期値と紫外線照
射後の電圧保持率を図７に示す。
【００５４】
　図７から分かるように、ターフェニル系液晶性化合物の含有率が増加するにつれて電圧
保持率が低下する。実際の使用環境での信頼性を確保するためには９９．０％以上の電圧
保持率が要求されており、図７の結果から、ターフェニル系液晶性化合物の含有率は３５
ｍａｓｓ％を超えないことが好ましく、２５ｍａｓｓ％以下に収めることがさらに好まし
い。
【００５５】
　上述したように、ネマチック液晶材料に含まれるターフェニル系液晶性化合物は、光重
合反応（ラジカル反応）の効率（反応速度）を特異的に上昇させる作用を有し、最終的に
得られる液晶表示装置の液晶層中に残存する光重合性化合物のネマチック液晶材料に対す
る含有比率を０．０１５モル％未満とすることができる。また、紫外線の照射量を従来よ
りも増大させる必要がなく、むしろ低減できるので、信頼性および製造コストの点でも有
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利である。
【産業上の利用可能性】
【００５６】
　本発明は、携帯電話用、テレビ用、ゲーム用、各種モニタ用の液晶表示装置などに好適
に用いられる。
【符号の説明】
【００５７】
　　１１、２１　基板
　　１２　画素電極
　　２２　対向電極
　　２２ａ　開口部
　　３４ａ、３４ｂ　配向維持層
　　４２　液晶層
　　４２ａ　液晶分子
　　１００　液晶表示装置

【図１】 【図２】

【図３】
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